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独立行政法人国立特殊教育総合研究所の平成１５年度に係る業務の実績に関する評価

◎全体評価

評 価 項 目 評 価 の 結 果

事業活動 平成１５年度において、独立行政法人国立特殊教育総合研究所（以下、

「特殊研」という ）は、組織再編への移行期にありながらも、全般的に。

は、国の政策的課題と教育現場のニーズに対応した事業を進め、その成果

を教育現場に還元してきており、中期計画を十分に履行し、中期目標に向

かって着実に成果を上げてきているものと認められる。

総合的、横断的な研究体制の下、一般研究、プロジェクト研究など３４

研究活動 課題に重点化して実施された。昨年度に引き続き実施された外部評価にお

いては、研究報告書の内容・構成が読みやすく分かりやすいような工夫が

見られると評価されている。今後とも外部評価の結果を十分に生かす取組

みと研究内容の一層の質的向上を期待したい。また、国の政策的課題及び

今日的な課題を優先的に取り組む姿勢は評価でき、特に、喫緊の課題とな

っている自閉症を有する幼児児童生徒への教育的支援について、これまで

の特殊研の研究成果を踏まえ 「自閉症教育実践ガイドブック」を刊行し、、

教育現場への研究成果の還元に努めている点は高く評価できる。研究体制

と研究予算については、組織再編、施設整備といった諸事情から研究予算

への影響がみられたのは残念である。平成１６年度より実施される新組織

への移行期間であった平成１５年度においては、総合的、横断的な研究体

制は始まったばかりであるため、平成１５年度における研究の成果が未だ

現れてきていない部分もある。今後、組織再編を経て、より柔軟かつ弾力

的な研究活動が行われ、研究活動全体の一層の充実が図られることを期待

する。さらに、特殊教育に係る機器・教材の開発についても一層の取組が

求められる。関係機関との連携については、多方面にわたる連携・協力が

みられるものの、連携・協力の対象となる機関に偏りが見られることや国

際的な研究活動の連携・協力があまり見られない。関係機関との連携・協

力はナショナルセンターとしての機能の充実発展に寄与するものでもある

ため、今後一層の連携・協力が必要である。

各都道府県において指導的立場に立つ教職員等を対象とする長期研修・

研修事業 短期研修については、昨年度に引き続き、ほぼ計画通りに実施され、研修

員に対するアンケート調査においても高い評価を維持している。しかし、

、 、一部研修員の数については減少が見られるため 募集の仕方や実施方法に

より一層の工夫が求められる。喫緊の政策的課題に対応した研修として、

文部科学省との密接な連携のもと、当初計画にはなかった「特別支援教育

コーディネータ指導者研修」が着実に実施されたことは高く評価できる。
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また、教育現場からの研修ニーズを把握するために、各都道府県の教育委

員会等に対しニーズ調査を行っていることは適切であり、今度とも様々な

手段により研修ニーズを把握し、研修事業を逐次見直していくことが重要

である。また、インターネットを活用した講義配信については、平成１６

年度からの全面実施に向けて平成１５年度より試行的に実施されていると

ころであるが、今後、更なる充実を期待したい。

平成１５年度においては、目標件数には及ばないものの、概ね中期計画

教育相談活動 の達成に向けた活動が実施されている。特に、教育相談に係るこれまでの

研究成果等を基に、初めて教育相談を担当する教職員を対象とした「障害

のある子どもの教育相談マニュアルＶｅｒ．１『はじめての教育相談 」』

、 。を刊行したことは 教育現場への還元という意味で評価しうるものである

これからは教育相談に係る研究成果等を踏まえ、活用事例、効果測定等を

反映しつつ、内容の更なる充実を図っていく必要がある。また、中期目標

においては「相談希望者が利用しやすい全国の相談機関の情報をインター

ネットを通じて提供する業務の平成１５年度からの実施」が求められてい

たところであるが、既に特殊研のホームページにて平成１４年度から試行

的に実施されており、平成１５年度からは本格的に実施された。教育相談

については、今後、通常の学級の担任、学校全体への支援が求められるよ

、 、うになるため 教育相談の枠組みが拡大化・重層化していくことに対応し

ナショナルセンターとして率先して実践を示すことが重要である。

情報普及活動は、ナショナルセンターとして重要な課題であり、その役

情報普及活動 割を十分に果たしている。特殊教育に関するデータベースの整備について

も着実に進められ、アクセス件数も増えてきており、利用者にニーズに沿

った努力が認められる。今後ともより利用しやすいデータベースの充実に

努めることを期待する。また、盲・聾・養護学校等の教職員や保護者を主

な対象としてポータルサイト（ 障害のある子どもの教育の広場 ）を開設「 」

し、教育現場や保護者のニーズに対応した情報の提供に努めるなどの取組

みについては、高く評価したい。さらに、研究成果の普及と情報提供につ

いては、これまで盲・聾・養護学校等の教職員、研究者等を対象として、

特殊教育に係る喫緊の課題や最新の研究成果を報告するセミナーを年２回

実施されてきたが、平成１５年度においては、近年重要な課題となってい

る軽度発達障害のある子どもへの教育的支援に資するため、定員も従来の

倍以上とし、通常の学級担当の教職員にも対象を拡大した結果、定員を上

回る参加申し込みがあった。今後も実施方法などを工夫してさらに充実を

期待したい。

研究員の海外への派遣など、中期計画を上回る実績を示している。今後

国際交流活動 は、ナショナルセンターとして世界的な動向についての情報の収集・普及

に努め、国の施策をリードするような役割を期待したい。また、国際貢献

の観点からは、海外からの視察者も多く、国際的にも特殊研の実績が認め
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られているものと思われるが、研修、指導方法及び教材開発などの紹介を

更に充実する必要がある。今後とも、国内はもとより海外に対してもナシ

ョナルセンターとして、その役割を果たすことが重要である。

国立久里浜養 昨年度以上の実績があったとは言えないものの、概ね中期計画にしたが

護学校との相 った業務運営がなされたものと認められる。平成１６年度から国立久里浜

互協力 養護学校は筑波大学附属久里浜養護学校に転換することになる。これまで

重度・重複障害児を主に受け入れていた同校は、今後、知的障害を併せ有

する自閉症児を受け入れるようになることを踏まえ、改めて連携・協力の

見直しとその再構築を進めていく必要がある。

平成１５年度においては、理事長の主導のもと、組織再編への準備が着

実に進められるとともに、特殊研の業務運営の効率化に向けた努力が見ら

。 、 、 、業務運営 れるところである 今後 組織再編を受け 新組織への移行が円滑に進み

再編の効果が特殊研の諸活動に現れてくることを期待したい。

理事長の主導のもと、障害種ごとの専門性を失うことなく、特殊研が組

理事長等のマ 織として新たな課題に柔軟かつ弾力的に対応できるよう、障害種別の研究

ネジメント 部を廃止し、新たに企画部、教育支援研究部、教育研修情報部を設けるな

どの組織再編の方向性を打ち出すとともに特殊研の具体的使命（ミッショ

ン）等を明らかにしつつ、諸活動の見直しを積極的に進めた。その結果、

平成１６年４月より新しい組織体制への移行が可能になり、ナショナルセ

ンターとしての機能強化を図る努力は高く評価できる。また、職員の意識

改革については、難しい課題ではあるが、使命等を踏まえた共通認識の下

での努力が払われており、今後とも様々な機会をとらえて全職員に対する

理事長の積極的な働きかけを期待したい。

また、理事においては、理事長の経営戦略を理解し、各研究部門等の調

整や業務の企画を行い、組織再編に係る業務を含め円滑に業務運営を進め

てきたといえる。さらに、監事についても、業務の監査等を通じて、業務

運営に対する適切な助言を行ったといえる。

イントラネットを活用し、事務手続の効率化が進めるとともに、会議資

効率性 料の両面刷りの励行など、ペーパーレス化が前年度以上に進められてきて

いる。今後とも、業務運営の効率化に努めるよう期待したい。

人事 事務職員、研究職員ともに人事交流を行っているが、特に研究職員につ

、 、いては 都道府県教育委員会や国立大学と人事交流しているところであり

教育現場のニーズを把握し、研究や研修等の諸業務を行う上で重要な役割

を果たしている。今後とも積極的に進めていく必要がある。

、 、 、また 組織再編に伴い 円滑な業務運営に支障を来たすことがないよう

職員への面談等を通じて職務実態の把握に努めることが必要である。
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毎事業年度の業務の効率化目標については、中期目標において１％の効

財務 率化が求められているが、業務経費の削減合理化によりその目標を上回る

効率化を達成できたことを評価したい。また、科学研究費補助金等の外部

資金の調達については、一定の実績が認められるところであるが、今後と

も業務の効率化や外部資金の調達を通じ、健全な財務運営に努めていただ

きたい。

特殊研の役割・使命を果たすためには、職員の意識啓発と職務遂行能力

その他 の向上のための研修が重要であり、平成１５年度おいて、内部研修を充実

させていることは適切である。今後とも、適切な意識啓発等の職員研修の

充実に努めることが重要である。

平成１５年度においては、理事長が適切に主導性を発揮し、国立研究所

総 評 として発足以来の組織の再編について、従来の障害種別に応じた研究部門

制から、新たな課題に柔軟かつ弾力的に対応していくため、業務別の課題

重視型組織への転換を図るとともに諸活動の見直しや意識改革を平成１６

年４月の改組に向けて積極的に進めたことは高く評価できる。こうした移

行期にも関わらず、特殊研においては、着実に中期計画の達成に向けた事

業活動・業務運営が行われたものと認められる。特に、ナショナルセンタ

ーとして国の政策的課題や教育現場のニーズに柔軟かつ迅速に対応して諸

活動を進め、その成果を教育現場に還元しようとする姿勢は十分評価しう

。 、 、るものである 平成１６年度においては 組織再編の効果を十分に活かし

ナショナルセンターとしての機能を一層高めていくことを期待したい。



中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等

・総合的・横断的な課題に
対応するため総合的な研
究組織を構築する。

プロジェクト研究等の対応
状況、組織再編の検討状
況

◎研究の質の向上については、留意すべき点として、主に以下のような意見が
あった。
・総合的・横断的な研究体制への抜本改革、今日的課題や稀少障害への取組
等、ナショナルセンターとしての期待される課題に取り組んでおり、評価できる。
・平成１６年度より実施される全所的な組織の再編により、業務の方向性は明確
になった。今後その効果が研究の質の向上に現れてくることが期待される。また、
外部評価の結果を生かす取組と成果に期待する。

①

②

③

・人事交流等による有為な
人材の確保を図る。

人事交流の実施状況

○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

評価項目に係る実績

１　研究活動

Ａ

　研究部組織を超えて、課題に応じて横断的・弾力的に研究に
取り組むため、プロジェクト研究を実施。平成１５年度実施の７プ
ロジェクト研究では、研究所内外の多様な研究者等による研究
体制を構築。

　また、研究組織について、政策的に重要な課題や利用者の
ニーズに対応した研究を一層推進するため、平成１６年度から
の課題重視型の組織再編最終案を確定し、移行準備を進めた。
　特に、新組織の新たな部門における業務への移行をスムーズ
にするため、平成１５年１０月から、現在の研究、研修、教育相
談等の業務部門にそれぞれ対応チームを設置し、平成１５年度
の業務を遂行しつつ対応。

研究所評価委員会による研究所の諸事業について自己点
検・自己評価を実施し、今後の課題を明確化。

外部有識者で構成する運営委員会による研究所の管理・
運営について助言を受けて各事業の改善に反映。

外部有識者による運営委員会外部評価部会において研究
活動の外部評価を実施し、今後の研究活動の質の向上に
反映。

・内部評価と外部の有識者
による評価体制を導入す
る。

内部及び外部評価の実施
状況

　研究職員は都道府県教育委員会・国立大学と交流。その結
果、約７割の研究職員が教育現場、医療、福祉等関係機関経験
者であり、教育委員会や学校のニーズに対応した研究の推進及
び研究の質の向上に資する人材を確保。

　事務職員は近隣国立大学と交流。職員の資質向上及び即戦
力の確保。

◎項目別評価

研究の質の向上

（詳細：事業報告書：Ｐ４７～４９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ５６、９６～９９参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（詳細：事業報告書：Ｐ９３～９５参

（詳細：事業報告書：Ｐ９８参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・特殊教育センターや学校
との連携を一層深める。

研究活動における連携状
況
（「内外の関係機関との連
携」、「情報普及活動」欄に
記載）

・障害の特性に応じた教育
内容・方法等に関する研究
の充実を図る。

一般研究・プロジェクト研究
の実施状況

・研究成果の口頭又は誌上
による発表を中期計画期間
中500件以上を目標とす
る。

研究成果の発表状況（発表
方法別、過去数年間との比
較）

19 （本）

10

164

18

84

13 14 15 計

13 25 19 57

14 19 10 43

63 82 164 309

21 9 18 48

68 79 84 231

179 214 295 688

①

②

③

④

Ａ

　一般研究２５課題
（１５年度新規３課題、継続中２課題、１５年度研究終了２０課
題）、
プロジェクト研究７課題
（１５年度新規２課題、１５年度研究終了５課題）を実施。

本研究所研究紀要、研究成果報告書、学会及び専門誌等への
発表。

単行本

内
訳

２９５本

年度

単行本

大学・研究所等紀要

大学・研究所等紀要

研究報告書

学術雑誌

学会発表等

 【注：中期計画期間
 平成13年度～17年度】

過去３年間の比較

学術雑誌

学会発表等

計

研究報告書

国の施策への貢献

一般研究の実施状況と成
果の発表状況

（実施状況）

聴覚障害児の障害認識と社会参加に関する研究－様々な
連携と評価を中心に－（13～15年度）

知的障害養護学校における職業教育と就労支援に関する
研究（12～15年度）

学習障害の判断に必要となる心理教育的アセスメントに関
する研究（13～15年度）

注意欠陥／多動性障害（ADHD）児の評価方法に関する研
究（13～15年度）

◎国の施策への貢献については、留意すべき点として、主に以下のような意見が
あった。
・ナショナルセンターとしての自覚を評価する。
・LD、ADHD、自閉症等についての支援のあり方等については、一定の成果をあ
げている。しかし、これからの「特別支援学校（仮称）」のあり方を考えたとき、教育
課程の在り方（総合制、あるいは専門部門制）等についての一層の充実した研究
実施が望まれる。
・今日的課題や国の施策を裏付ける研究への取組は評価できる。さらに、国の施
策をリードする研究、検討課題への示唆を与えるような研究を今後期待したい。

・国の施策に寄与する研究
の一層の充実を図るため、
以下の課題についての研
究を実施する。

・学習指導要領の実施状況
に関する調査研究、教育課
程及び学習指導上の課題
に関すること

（詳細：事業報告書：Ｐ１～３７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ５０参照）
（詳細：事業報告書の参考資料：（２６）～（４６）参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

・課題に対応した研究体制
による研究を推進する。

一般研究・プロジェクト研究
の実施状況

◎課題に応じた研究体制と研究予算については、留意すべき点として、以下のよ
うな意見があった。
・喫緊の課題や重要度の軽重により、弾力的に対応したことは評価できる。課題に
対応した研究体制の取り組みを更に進めて、効率的な運用を一層進めて欲しい。

自閉的傾向のある児童の社会性の発達と教育的支援に
関する研究（12～15年度）

プロジェクト研究の実施状
況と成果の発表状況

課題に応じて横断的・弾力的に研究を推進するため、研究所内
外の多様な研究者等により研究体制を構築してプロジェクト研
究を実施。一般研究についても内外の研究者等と協力。

弱視児の視覚特性を踏まえた拡大教材に関する調査研究
－弱視用拡大教材作成に関する開発及び支援について－
（14～15年度）

養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の
特性に応じた教育的支援に関する研究－知的障害養護学
校における教育課程、指導法、環境整備を中心に－（15～
17年度）

小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の
指導及び支援体制に関する研究（15～17年度）

（成果の発表状況）

盲・聾・養護学校における新学習指導要領のもとでの教育
活動に関する実際的研究 －自立活動を中心に－（12～15
年度）
２１世紀の特殊教育に対応した教育課程の望ましいあり方
に関する基礎的研究（13～15年度）

特殊教育諸学校の地域におけるセンター的機能に関する
開発的研究（13～15年度）

マルチメディアを用いた特殊教育に関する総合的情報シス
テムの研究開発（13～15年度）

成果報告書を刊行し、関係諸機関へ配布。

①②④⑤⑦の課題について報告書を刊行し、関係諸機関
へ配布。③の課題について１６年８月頃報告書を作成予
定。
⑥については自閉症教育実践ガイドブックを刊行。
国立特殊教育総合研究所セミナーにおいて、１４年度研究
終了したプロジェクト研究「学習障害児の実態把握、指導
方法、支援体制に関する実証的研究」、「多様化している
情緒障害児における一貫性と継続性に関する実際的研
究」、「多動などの行動上問題のある児童への特別支援教
育の在り方に関する研究」の成果を発表。

高機能自閉症児等への教育的支援 －自閉症教育の充実
に関する効果的な研修の在り方について－（14～15年度）

（成果の発表状況）

（実施状況）

課題に応じた研究体制と研究予算

・通常の学級に在籍する障
害のある児童生徒の指導
及び指導体制に関すること

・学習障害児や注意欠陥/
多動性障害児等といわれる
児童生徒への教育内容・方
法に関すること

・障害のある子どもたちの
社会参加と自立に対する教
育的支援に関すること

Ｂ

（詳細：事業報告書：Ｐ１，２，４，９,１０,１６,１８，１９，
２６，２７，８１，８２参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ２８～３７、８２参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・国内の関係機関との共同
研究・研究協力を進める。

関係機関・団体との連携協
力状況
（過去数年間との比較）

人

機関

人
機関

研究協議会の開催状況

外部からの委託による研究
の実施状況

各研究課題の研究計画に応じて、適切に研究予算を配分。

国の要請に応じて、14年度途中から実施し、15年度で終了した
「弱視児の視覚特性を踏まえた拡大教材に関する調査研究 -弱
視用拡大教材に関する開発及び支援について-（14～15年度）」
の経費について、他の事業等経費の節減合理化を図り、機動的
に予算を確保。

内外の関係機関との連携

障害の特性に応じて、関係機関との共同研究・研究協力を進め
るため、１５年度の一般研究、プロジェクト研究、国内調査研究
における研究協力者２４９人、協力機関１４２機関と連携協力。

　研究協力者　：　249人

大学関係者・研究者

都道府県関係者

学校関係者 119内訳

59

18

文部科学省関係者

民間

14

7

14

18

医療関係者

大学・研究所 3

研究協力機関　：　142機関

内訳 学校関係機関 119

福祉・労働関係者

都道府県機関 7

医療機関 7

福祉・労働関係機関 6

過去３年間の比較

151413年度

１４年度研究協議会　：　延べ５０回

研究機関
253
139

266
156

研究協力者

◎内外の関係機関との連携については、留意すべき点として、主に以下のような
意見があった。
・多方面の機関・団体と連携を図っていることは評価できるが、連携対象機関に偏
りがみられる。また、国際交流活動についても工夫が望まれる。関係機関との連
携・協力は、ナショナルセンターとしての機能の充実発展に寄与するものであるた
め、今後の更なる充実を期待したい。

249
142

該当なし

Ｂ

（詳細：事業報告書：Ｐ４７～４９、１０２参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ５０参照）

（詳細：事業報告書：P50参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・諸外国の特殊教育関係機
関との交流による海外の研
究及び特殊教育事情に関
する最新動向の把握に努
め、研究の充実に活かすと
ともにそれらの成果の普及
を図る。

（「研究成果の普及の一層
の充実」、「国際交流活動」
欄に記載）

人

派遣　：　32名

内訳 在外研究員 1

受入　：　88名

内訳
人

アジア・太平洋特殊教育
国際セミナーによる参加

10

アジア・太平洋特殊教育
国際セミナーによる招聘

13

59

研究交流・研修の受入 6

科学研究費補助金 22

プロジェクト研究 4

１４カ国のアジア・太平洋諸国の特殊教育関係者が、障害
のある子どもの教育的支援と情報手段の活用について、
意見発表、討議等を行った結果、各国の取組に大きな差
があり、今後も相互の研究交流を推進し、取組の改善を図
ることとされた。

・外国人研究者との研究交
流を実施する。

外国人研究者受入状況、
日本人研究者派遣状況

アジア・太平洋特殊教育国際セミナー　　１回

海外交流協定による招聘 2

その他 3

視察等の受入

日韓特殊教育セミナー

相互の交流教育の研究において、共同研究を含め、更に
研究交流を推進することとされた。

・国際セミナー開催、専門
家派遣などの国際貢献を
行う。
（中期計画：アジア・太平洋
諸国参加の特殊教育国際
セミナー年１回開催）

セミナー及び外国人研究者
との交流の成果

国際セミナーの開催状況

１４カ国アジア・太平洋諸国の特殊教育関係者が参加し、
パネルディスカッション等により幅広く討議を実施。現場教
員等の参加者も含め延べ２５０名が参加。

日韓特殊教育セミナー　　　　　　　　 　　　１回

韓国国立特殊教育院との研究交流セミナーに２名の研究
職員を派遣し、実施。

 アジア・太平洋特殊教育国際セミナー

（研究員の派遣：年平均１０
名以上）

（外国人の研究者の受入：
年平均２０名以上）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５，８７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５～８７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５～８７参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

研究紀要編集・刊行状況

①

②

③

④

「世界の特殊教育」の刊行
状況

人

セミナー参加者の反応

研究成果の普及の一層の充実

「研究紀要第３１巻」を刊行し、関係諸機関へ配布。・研究紀要を年1回刊行す
るとともに、逐次研究成果
報告書を刊行する。

◎研究成果の普及の一層の充実については、留意すべき点として、主に以下のよ
うな意見があった。
・今日的課題をテーマに、規模を拡大してセミナーを開催し、好評であったところは
評価できる。今後の研究成果の普及の面で更に工夫と努力を期待したい。

研究成果報告書の刊行状
況

次の研究成果報告書を刊行し、関係諸機関へ配布。

一般研究報告書１０冊（１５年度研究終了のもの９冊、研究
継続中のもの１冊）

国立特殊教育総合研究所セミナーⅠ　実参加者９００名

１日目参加者　６８６名（当日参加取消14名）

２日目参加者　８０５名（２日目のみ参加214名）

国内調査研究報告書２冊（１５年度終了のもの）

プロジェクト研究報告書６冊（１５年度研究終了のもの）

科学研究費による報告書１１冊（１５年度研究終了のもの）

「世界の特殊教育ⅩⅧ」を刊行し、関係諸機関へ配布。

過去３年間の比較

年度 13 14 15

セミナーⅠ 286 321 900

セミナーⅡ 211 314 688

セミナーの開催状況と参加
状況

・国内セミナーを年平均2回
以上開催する。

（東京都渋谷区、募集定員７００名　会場の容量によ
り、全申込みの収容に応じられなかった。）

２日間延べ１，４９１名

（東京都渋谷区、募集定員７００名　会場の容量
により、全申込者の収容に応じられなかった。）

国立特殊教育総合研究所セミナーⅡ　実参加者６８８名

（当日参加取消１２名）

セミナー２回開催　：　参加者１，５８８名

アンケート結果

　「テーマについて興味・関心があった」

　「参加して意義があった」
セミナーⅠ セミナーⅡ97% 97%

セミナーⅠ 90% セミナーⅡ 85%

Ａ

（詳細：事業報告書：Ｐ８１参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８１～８３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７９～８１参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・情報通信技術の活用によ
る研究成果の情報提供に
努める。

（「情報普及活動」欄に記
載）

・平成16年度より実施される新組織への移行期間であった平成15年度において
は、総合的、横断的な研究体制は、始まったばかりであるため、平成15年度にお
ける研究成果が未だ現れてきていない部分もある。今後、組織再編を経て、より柔
軟かつ弾力的な研究活動が行われ、研究活動全体の一層の充実が図られること
を期待する。

　「テーマに即した講演・話題内容で、理解が深まった」

（評価にあたり、特に考慮すべき事項）

「１　研究活動」評価

セミナーⅠ 86% セミナーⅡ 83%

Ｂ

◎研究活動については、その他の点として、主に以下のような意見があった。
・研究課題ごとの外部評価の結果を踏まえ、一層の質的向上が望まれる。
・国の政策課題に対応したプロジェクト研究等への取り組みの充実が図られるよう
になってきている。また、一般研究で、そのプロジェクト研究の細部の検討とのリン
クが図られると、更にナショナルセンターとしての研究の質が向上するのではない
か。
・研究活動の成果はあがってきているが、組織再編の効果もあわせて今後評価し
ていきたい。
・従来の研究部・室の組織を超えて、課題に応じた横断的・弾力的な研究が構築さ
れたことは、高く評価できる。

（詳細：事業報告書：Ｐ８０，８１参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

人

人

医療・福祉・労働等の関係
機関・団体との連携協力状
況

・研究成果を活用して研修
内容の工夫や教材を開発
する。

研究成果の研修への活用
や教材開発の検討の状況

２　研修事業

Ａリーダー養成研修の実施

長期研修を年1回開催◎専門的な研修を、1年間
にわたる研修を年1回、1～
3ヶ月程度にわたる研修を
年3回程度実施する。

長期研修の参加者数（過去
数年間との比較）

13

31

14

31

15

23

年度

年度

短期研修の参加者数（過去
数年間との比較）

短期研修を年3回開催

13 14 15

研修員の満足度（アンケー
トも一部提示）

研修員の満足度

アンケート結果による「とてもよかった」「よかった」を合わせ
た回答割合

・長期研修            １００％

研修成果の教育実践や地
方の施策等への寄与

研修に医療・福祉・労働等関係機関等の講師を招き、医療・福
祉・労働等の立場からの講義を実施。
また、近隣の福祉施設を訪問し、実地研修を実施。

・第一期短期研修  １００％

・第二期短期研修  １００％

・第三期短期研修  １００％

　研修成果の教育実践や地方の施策等への寄与

◎リーダ養成研修の実施については、留意すべき点として、主に以下のような意
見があった。
・計画どおり、着実に計画・実施されているが、短期研修については、参加者の減
少がみられるので、内容・方法の改善に期待したい。
・教育と福祉等の連携・協力は必要であり、これからの連携・協力の成果が期待さ
れる。

講義、演習等において研究成果の内容を反映させているほか、
最新の成果に基づく研修用の教材等を開発するなど、研究成果
を活用。

　特殊教育に係る指導者の養成及び中堅教員の養成研修とし
て実施してきており、過去の修了者の多数が各教育委員会の指
導主事等及び学校の管理職あるいは研修の講師など、指導者
として活躍。
　各都道府県、学校長、研修修了者へのアンケート調査結果で
は、教育委員会の７２％、学校長の８９％が研修の成果を報告し
たり、活用の機会を設け、「地域や学校若しくは教育委員会内で
報告会等を開催した」、「校内研修会等で成果報告会を設けた」
などの研修の成果を活用。

208 209 206

（詳細：事業報告書：Ｐ５９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ５３，５４参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６７参照）

8ページ



中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・認定講習を実施する。 単位取得状況（過去数年間
との比較）

13年度 聾免 養免

長期研修

盲免 計

専修免許 ー

14

30

1

4

6

6

8

14年度 盲免 聾免 養免 計

8一種免許 1

1二種免許

計

ー 11

9

222

1 7

3 5

11

一種免許 1 1 8 10

専修免許 ー

聾免 養免

10

計 3 4 24 31

二種免許 2

ー 5

計

専修免許 ー ー 8 8

15年度 盲免

5 15

5

二種免許 2 5 2 9

一種免許 ー

22

13年度 盲免 聾免 養免 計

短期研修

計 2

27一種免許 2 ー 25

102

計 18 13 98 129

二種免許 16 13 73

計

103

14年度 盲免 聾免 養免

26

二種免許 20 25 79 124

一種免許 ー 2 24

150

15年度 盲免 聾免 養免 計

計 20 27

48一種免許 2 6 40

108

計 12 21 123 156

二種免許 10 15 83

（詳細：事業報告書：Ｐ６０，６１参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

人

参加者の満足度

喫緊の課題に対応した
研修の実施

・学習障害等の専門研修を
年6回程度開催する。

学習障害等の新しいニーズ
を踏まえた研修の開催状況

◎喫緊の課題に対応した研修の実施については、留意すべき点として、主に以下
のような意見があった。
・特別支援教育コーディネーター指導者研修」については、喫緊の課題に素早く対
応し、またその成果が各都道府県の研修に生かされるなど、ナショナルセンターと
しての役割を果たしたことや、参加者の満足度が極めて高いことを高く評価した
い。
・研修内容等について、常に逐次見直しや改革・改善を図る姿勢を高く評価し、今
後の成果を期待したい。

参加状況（過去数年間との
比較）

参加状況

15年度14年度13年度

年８回開催

 当初計画にはなかった「特別支援教育コーディネーター指
導者研修」について、最終報告を踏まえ、文部科学省の
「特別支援教育推進モデル事業」の取り組みに関連する研
修事業として、各都道府県における特別支援教育コーディ
ネーターの養成に向けた研修の実施に資することをねらい
として、新たに実施。

アンケート結果による「とてもよかった」「よかった」を合わせた回
答割合

  ・学習障害児等指導者養成研修                  　　98％

  ・通級指導講習会                                     　100％

・教育相談講習会

・盲･聾･養護学校寄宿舎指導
員指導者講習会

・交流教育地域推進指導者講
習会

・訪問教育研究協議会

・特別支援教育コーディネー
ター指導者研修

・学習障害児等指導者養成研
修

・通級指導講習会

・新任特殊教育諸学校等校長・
教頭講習会

ー

103

94

86

51

126

113

ー

ー

60

75

87

51

122

112

7446

53

130

108

136

69

92

80

  ・新任特殊教育諸学校等校長・教頭講習会   　　　98％

  ・教育相談講習会                                     　100％

  ・盲･聾･養護学校寄宿舎指導員指導者講習会 　　99％

  ・交流教育地域推進指導者講習会                　97％

  ・訪問教育研究協議会                               　100％

Ａ

（詳細：事業報告書：Ｐ６１～６３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ５９～６３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６５参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

研修プログラムの改善・開
発状況

・情報通信技術を活用した
研修を実施する。

情報通信技術の整備状況 ◎情報通信技術を活用した研修の実施については、留意すべき点として、主に以
下のような意見があった。
・講義配信についての取組は評価できるが、試行段階であり、高い評価はつけら
れないが、現場の意見を聞くなどの検討を行い、今後の一層の充実を期待した
い。
・全国の研修事業の情報提供は、ナショナルセンターとして重要な業務であり、更

講義配信の検討状況

・全国の研修事業の情報を
提供する。

情報提供の整備状況

・都道府県の事情により、研修への参加者が変動しうるため、今後、募集方法等
において工夫していく必要がある。

 　当初計画にはなかった「特別支援教育コーディネーター指導
者研修」について、文部科学省の「特別支援教育推進モデル事
業」の取り組みを調査分析することにより、各都道府県における
特別支援教育コーディネーターの養成に向けた研修の実施に資
することをねらいとして、モデルプログラムを開発し、その成果を
冊子として情報提供。
　ニーズを次回の研修等に反映させる観点から、受講者アン
ケートを実施し、各研修、講習会等について講義内容等の充実
を図る一方、研修事業見直しワーキンググループを設け、平成
１６年度に向けて見直しを実施。

情報通信技術を活用した研修の実施

「２　研修事業」評価

平成１４年度に、インターネットを活用し、講義配信を行うために
必要な設備及び収録編集機器等を導入し、平成１５年度には試
行実施をするとともに収録・編集方法等の技術の向上を推進。

平成１６年度からの各県特殊教育センター等における研修に本
研究所の講義の活用を図るため、配信方法、講義内容について
検討するとともに、特殊教育センター等と実施方法等について
協議。平成１５年度に６道府県を対象に試行実施し、その状況
について冊子にまとめ提供。

都道府県・政令指定都市の特殊教育センター等を対象に、「平
成１４年度に実施した研修・講習会等」の調査を行い、１４年度
当初より研修・講習会の情報をデータベースとしてホームページ
で提供。

（評価にあたり、特に考慮すべき事項）

Ｂ

Ａ
◎研修事業については、その他の点として、主に以下のような意見があった。
・ナショナルセンターとしての重要な業務であり、更なる充実と発展を望む。

（詳細：事業報告書：Ｐ６３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ６８参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

教育相談の実施状況

年度

件

教育相談体制（方法、対象
等）

・電話やインターネットの活
用による教育相談の実施に
配慮する。

情報通信技術の活用によ
る教育相談の実施状況

３　教育相談活動

教育相談活動の改善・実施

  １，７３７件（１５年度）

新来

継続相談

通信

内訳 １３７件

１，４０２件

１９８件

1,737

11 12 13 14

　過去５年間の比較

来談者の満足度（アンケー
トも一部提示）

◎年平均2000件の教育相
談を実施する。

 アンケート結果（回収率９９．２％）

「教育相談に来て良かった」　　  　　 　　　98.3%

15

2,052 1,648 1,862 1,895

学校コンサルテーションを重視した相談活動を展開し、教職員の
教育実践における様々な支援を行うための相談活動を実施。

　教育相談活動の充実、地域リソースの情報収集を図るため、
横須賀市相談機関業務連絡会議に参加し、連携・協力をした。

　１５年度よりホームページ上で「教育相談機関一覧」として検索
提供システムを本格的に運用し、連携を強化。

◎教育相談活動の改善・実施については、留意すべき点として、主に以下のよう
な意見があった。
・マニュアルづくりは、ナショナルセンターらしい取組であり、改善を大きく評価しつ
つ、内容の更なる充実を期待したい。また、教育相談の研究やその成果の普及に
今後とも期待したい。
・今後、通常学級の担任や学校全体への支援が増えていくことが予想されるの
で、教育相談の枠組みが拡大化重層化していくことに、率先して実践を示して欲し
い。

「相談対応者の応対は良かった」　   　 　 99.2%

「期待していた教育相談が受けられた」   96.3%

「施設・設備は良かった」                       93.8%

電話・インターネット等による相談を１４年度から本格実施し、１５
年度は１９８件で、総件数の16.8％（１４年度は10.7％）を占め、
徐々に浸透。

　電話・インターネット等による相談を１４年度から本格実施し、１
５年度は１９８件で、総件数の16.8％（１４年度は10.7％）を占め、
徐々に浸透。

医療・福祉・労働等の関係
機関・団体との連携協力状
況

Ｂ

（詳細：事業報告書：Ｐ７１～７３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７３，７４参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７２、７３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７２参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７２，７３参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・相談活動のあり方等に関
する研究を実施するととも
に、その成果の普及を図
る。

教育相談に関する研究の
実施状況

成果の普及の状況

・教育相談年報を年1回刊
行する。

教育相談年報の刊行状況

教育相談に関する研究や
実践の成果の活用状況

・インターネットを通じた全
国相談機関の情報提供の
15年度からの実施を目指
す。

検討状況

・相談件数は評価の要素ではあるが、教育相談の内容、結果等についても考慮す
る必要がある。

　盲・聾・養護学校のセンター的機能に資するため、教育相談を
担当する教員を対象に教育相談に関するマニュアルを提供する
ことを試み、障害のある子どもの教育相談マニュアルVer．１「は
じめての教育相談」として、小冊子を作成。平成１６年度には、
障害のある子どもの教育相談マニュアルVer．２として、ケース
検討会議以後の継続相談のあり方、他機関との連携の取り方、
担任教師との連絡、相談終了等における配慮事項について整
理し、提供の予定。

この研究の成果報告書を刊行し、特殊教育センター等関係諸機
関に配布。

教育相談に関する情報の提供

「３　教育相談活動」評価

「教育相談年報第２４号」を刊行し、関係諸機関へ配布。

　教育相談の実践結果や「障害のある子どもの教育相談に関す
る実態調査」（１２～１３年度）で得られた各地域の特殊教育セン
ター等における教育相談機能・システムに関する情報、「ライフ
サイクルに応じた一貫性のある教育相談支援」（１３～１４年度）
の研究の成果等について、一般研究、プロジェクト研究等に活
用するほか、研修や「教育相談講習会」をはじめとして各種講習
会、教育相談活動に反映。

「障害のある子どもの教育相談に関する実態調査」（１２～１３年
度）で得られた各地域の特殊教育センター等における教育相談
機能・システムに関する情報をまとめ、地域別、主訴別に検索で
きるなど、利用者が活用しやすいように検討を行い、１５年度よ
りホームページ上で「教育相談機関一覧」として、検索提供シス
テムの本格的運用を実施。

（評価にあたり、特に考慮すべき事項）

Ａ

Ｂ

◎教育相談活動については、その他の点として、主に以下のような意見があっ
た。
・直接の相談件数の目標達成もさることながら、ナショナルセンターとしての各地・
各種の相談活動への協力・支援等に更に力を注いでほしい。
・教育相談活動は研究と研修の基礎とも言える重要課題である。
・相談件数よりも一回一回あるいは個々のケースの相談の内容と質が問われる。
ナショナルセンターとして教育相談業務の拡大と充実を目指して更なる検討を期
待したい。

（詳細：事業報告書：Ｐ７５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７４、７５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７５参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

冊

冊

件

枚

データベースの整備状況

４　情報普及活動

特殊教育関係資料等の
収集と提供

1,942 1,131

・特殊教育関係資料の収
集・充実を図るとともに、閲
覧や貸出のニーズに適切
に対応する。

特殊教育関係の資料等の
増加冊数（過去数年間との
比較）

年度 13

図書 1,454

資料

◎特殊教育関係資料等の収集と提供については、留意すべき点として、主に以下
のような意見があった。
・ナショナルセンターとして重要な課題であり、その役割を充分果たしている。更な
る充実を期待したい。また、文献の収集、主体的なデータベースの整備を期待した
い。

閲覧、貸出、文献複写の件数

（研究紀要､研究報告書等) 
ー 528 681

特殊教育関係の資料等の増加冊数

14 15

雑誌 19 66 14

人

貸出冊数 4337 3491 3546

閲覧者数
9267
（625）

13410
（443）

9315
（378）

閲覧、貸出、文献複写の件
数（過去数年間との比較）

文献複写受付件数 180 241 264

年度 13 14 15

  ※１．閲覧者数の（  ）内は、研修員を除く所外閲覧
者数で内数。

 ※２．13年度に図書館入館管理システムを導入する
とともに、コイン式コピー機を設置。

年度 13 14 15

（参考）

コイン式コピー機使用枚 35,891 39,728 38,379

特殊教育法令等データベース          14件増

特殊教育学習指導要領等データベース 3件増

・特殊教育に関するデータ
ベースを充実する。

既存データベースの整備

１８６，９５５件（９，２３０件増）

特殊教育関係文献目録　    　　 　4,783件増

特殊教育センター等研修情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ　111件増

盲・聾・養護学校等研究報告ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ　    15件増

特殊教育教材関係データベース　　　　　　 10件増

内訳

特殊教育実践研究課題　　    　　 1,675件増

蔵書目録　　　　　　　 　　　　    　 2,619件増

Ａ

（詳細：事業報告書：Ｐ７７，７８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７８参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

人

人

冊

      １２年度　　　　１４７，３８６件

　　  １３年度　　　　３５０，４８１件（１３７．８％増）

　 　 １４年度　　　　３９３，５１２件（　１２．３％増）

　 　 １５年度　　　　４１６，２８７件（　　５．８％増）

データベースへのアクセス
件数の増加率
（過去数年間との比較）

・データベースのアクセス件
数を期末には平成12年度
の2倍以上とする。

研究成果の普及と情報提供

セミナー２回開催

年度 13 14 15

参加者１，５８８名

特殊教育セミナーⅠ　９００名

特殊教育セミナーⅡ　６８８名

211 314 688

セミナーⅠ 286 321 900

セミナーの開催状況と参加
状況

・研究成果に関するセミ
ナーを年2回以上開催す
る。

◎研究成果の普及と情報提供については、留意すべき点として、主に以下のよう
な意見があった。
・ナショナルセンターならではの役割であり、実績は高く評価でき、実施方法などを
工夫し、更に充実を期待する。

年度 13 14 15講師派遣状況（過去数年間
との比較)

・研究者を都道府県等が行
う研修の講師に派遣する。

セミナーⅡ

講師派遣 193 185 179

33/86 82/141

年度 13 14 15

新たに、研究所のWebサイトに特殊教育諸学校の教職員や保護
者など、利用者のニーズに対応したポータルサイトを設置し、イ
ンターネットによる特殊教育情報を積極的に配信。

研究成果の電子化の実施
状況。

・情報通信技術の活用によ
る研究成果の情報提供に
努める。

9% 38% 58%

5/55

「４　情報普及活動」評価

Ａ

Ａ

◎情報普及活動については、その他の点として、主に以下のような意見があっ
た。
・経費のかさむ事業であるが、ナショナルセンターならではの役割であり、英知を
集めて更に充実に努めてほしい。

（詳細：事業報告書：Ｐ７８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７９～８１参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８３参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ７７参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

海外の特殊教育の実情調
査の実施状況と成果の公
表状況

①

②

③

④

・アジア太平洋諸国の参加
によるセミナーを年1回開催
する。

セミナーの開催状況 ①

②

・年平均20名以上の外国人
研究者を受け入れる。

外国人研究者の受入状況
（再掲）

５　国際交流活動

海外との連携・交流による研究の
推進

◎海外との連携・交流による研究の推進については、留意すべき点として、主に
以下のような意見があった。
・中期計画を上回る実績を示していることは評価できる。また、ナショナルセンター
として世界的な動向等に対する情報の収集・普及に努める等、国の施策をリード
するような役割について、今後期待したい。

連合王国における聴覚障害児教育事情「世界の特殊教育
(ⅩⅧ)」に掲載。

テキサス州の視覚障害教育　－テキサス州立盲学校調査
報告（ｱﾒﾘｶ)を「世界の特殊教育(ⅩⅧ)」に掲載。

　　海外交流協定による招聘　 　   2名

　　その他　　　　　　　　　　　 　　    3名

３２名

　　在外研究員　 　　　　　　　 　　　1名

　　科学研究費補助金　　　　　 　 22名

　　プロジェクト研究　　　　　　　 　　4名

国際会議「世界盲ろう者連盟設立総会とヘレン・ケラー世
界会議」（ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ）及び盲ろうインターナショナル世界
会議」(ｶﾅﾀﾞ)への参加・調査報告書を「世界の特殊教育
(ⅩⅧ)」に掲載。

※（「世界の特殊教育(ⅩⅧ)」は関係諸機関へ配布すると
ともに、ホームページへ掲載。）

第23回アジア・太平洋特殊教育国際セミナーの開催
　　日本ユネスコ国内委員会との共催により、平成15年10
月26日（日）～31日（金）に本研究所で開催。テーマ「障害
のある子どもの教育的支援と情報手段の活用」。14か国が
出席し、討議。傍聴者を含め参加者は延べ250名。

・年平均10名以上の研究員
の派遣を行う。

内
訳

研究員の海外への派遣状
況（派遣の類型別）

日韓特殊教育セミナーの開催
　平成7年11月に締結した交流協定に基づき、平成12年度
から韓国国立特殊教育院との特殊教育セミナーが日韓相
互で開催。平成15年度は、第４回日韓特殊教育セミナー
を、平成16年2月4日～7日に韓国特殊教育院において開
催。メインテーマ「日韓の交流教育の政策と実践」。当研究
所の研究職員2名が招聘された。

８８名

アジア・太平洋特殊教育国際セミナーの研究成果を「世界
の特殊教育(ⅩⅧ)」に掲載。

Ａ

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８５参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８６参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８７参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

セミナー及び外国人研究者
との交流の成果

①

②

③

④

⑤

⑥

・研究成果を海外に紹介す
るためニューズレター等の
発行を年1回行う。

ニューズレターの発行状況

研究紀要（英文）編集・刊行
状況（再掲）

韓国大学の講師５名がリハビリテーション工学研究所開設
のため、指導助言を求めて来所。講師への研究状況説
明、協議及び情報交換。

マレーシア教育省２名が特殊教育研究所開設のため、指
導助言を求めて来所。講師への研究状況説明、協議及び
情報交換。

科学研究費研究「アジア・太平洋地域における特別支援教
育へのICTの効果的活用による近未来」において、ロシア
から研究者を招聘し討議。

英文で作成したニューズレター等を4回発行
　①当研究所の情報や第23回アジア・太平洋特殊教育国際セミ
ナーの実施報告等をのせたニューズレターNo.21及びNo.22、
　②また、第23回アジア・太平洋特殊教育国際セミナー研究発
表レポートを収録したFinal Report 23rdを作成し、国際セミナー
参加各国関係機関及び国内の関係諸機関に配布。

国際協力事業団との協力で、マレーシア、ザンビア、サウ
ジアラビア、インドネシアからの研究者等4名研究協議、情
報交換。

日韓特殊教育セミナー参加者との研究交流。

研究交流・研修の受入 6

内訳
アジア・太平洋特殊教育
国際セミナーによる招聘

13 人

視察等の受入 59

次の研究交流、討議、情報交換等を通して本研究所に生かせる
専門的知見を修得。

アジア・太平洋特殊教育国際セミナー参加者との研究交
流。

アジア・太平洋特殊教育
国際セミナーによる参加

10

（詳細：事業報告書：Ｐ８７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８６参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８７参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８８参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・国際協力事業団等の政府
関係機関及びユネスコ等の
国際機関への協力を行う。

政府関係機関や国際機関
への協力実績

◎国際貢献については、留意すべき点として、主に以下のような意見があった。
・海外からの視察者が多いなど国際的にも実績が認められている。研修と指導法
や教材開発などの紹介を更に充実して欲しい。

・来日外国人研究者等への
専門的知見の提供を行う。

受入研究者等への情報提
供の実施状況

①

②

③

・国際セミナー等の開催に
よる各国の特殊教育の発
展への支援に努める。

セミナーの開催状況

◎国際交流活動については、その他の点として、主に以下のような意見があっ
た。
・国内はもとより海外に対してもナショナルセンターとしての充実発展を期待した

「５　国際交流活動」評価

また、韓国の特殊教育の発展に資するため、日韓特殊教育セミ
ナーを開催し、平成１５年度は、日韓の交流教育の政策と実践
について討議し、韓国の特殊教育に関する施策、教育研究の充
実・推進に寄与。

韓国、台湾、スウェーデンから来日した３１名の教育関係
者

アジア・太平洋特殊教育国際セミナーで来日したアジア・
太平洋諸国１３カ国の研究者等

アジア・太平洋諸国の特殊教育の発展に資するためアジア・太
平洋特殊教育国際セミナーを開催し、平成15年度は、障害のあ
る子どもの教育的支援と情報手段の活用に焦点をあてて、教育
実践の現状と課題について討議し、各国の障害のある子どもの
教育に関する施策、教育研究の充実・推進に寄与。

国際協力事業団（ＪＩＣＡ)から、マレーシア、ザンビア、サウジアラ
ビア、インドネシアの各１名計４名の知的障害福祉コースの研修
生を受け入れ、3日間を通して、主として知的障害教育にかかる
研究、教育相談事業及び教員養成カリキュラム等について指導
助言。

また、ユネスコ国内委員会と共催で参加各国のユネスコ国内委
員会から推薦された研究者等によるアジア・太平洋特殊教育国
際セミナーを開催。

次の受入研究者等に日本の特殊教育研究の現状と将来に関す
る研究について、研究状況説明と情報の提供を実施。

国際協力事業団との協力で、マレーシア、ザンビア、サウ
ジアラビア、インドネシアから来日した４名の知的障害福祉
コースの研修生

国際貢献 Ａ

Ａ

（詳細：事業報告書：Ｐ８７、８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８６、８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８７、８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８６、８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８６、８８参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８７、８８参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

・教育活動への協力 教育活動への協力状況

・研究活動における相互協
力

研究活動における相互協
力の状況

・入学者選考における協力 入学者選考における協力
状況

・長期研修員等の研究実施について教室等が協力。

・研究職員が、入学・転入学希望の児童等の選考にかかる基礎
的資料２０名分作成。

・学校が研究協力機関・研究協力者等として本研究所のプロ
ジェクト研究等に協力した１１課題を実施。

・学校が実施する重度・重複障害児教育実践研究協議会へ研
究職員８名が研究協力者として参加するとともに、実践研究５課
題について研究職員８名が協力。

・研究所研究職員と学校教員が協力して課題を定めて行う研
究、教育実践９課題を実施。

６　国立久里浜養護学校との協力
・個別担当研究員として研究所の研究職員１９名を指名し、学校
の担任との教育指導に関する協議を原則月２回実施。

・寄宿舎生の生活指導をより充実させるため寄宿舎と研究部と
の協議を実施。

「６　国立久里浜養護学校との協力」評価

Ｂ
◎国立久里浜養護学校との相互協力については、主に以下のような意見があっ
た。
・久里浜養護学校が筑波大学附属久里浜養護学校に転換するのに対応して、連
携・協力の見直しと再構築が今後の課題ではないか。

（詳細：事業報告書：Ｐ８９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ８９、９０参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９０参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９０，９１参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９０参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９１参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９１，９２参照）
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中期計画の各項目 指標又は評価項目 評価 留意事項等評価項目に係る実績

ペーパーレス化の状況

刊行物の電子化の状況

冊

・毎事業年度に付き、1%の
業務の効率化を図る。

経費の削減率

○業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置

・所内ＬＡＮによるペーパーレス化を推進

　全ての週間行事予定、会議室の予約

　会議開催通知、一部の会議資料

◎業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置については、留
意すべき点として、主に以下のようなコメントがあった。
・中期目標を上回る効率化を評価したい。今後、研究所の目的と役割の向上に期
待する。

・所内ＬＡＮによる勤務時間・兼業・出張・渡航関係、物品・交通
費請求関係の届け出事務の効率化。

・事務手続きの簡素化・迅
速化を図るとともに、ホーム
ページの充実や刊行物の
電子化による情報提供の
効率化を図る。

・会議資料の両面刷りの励行

年度 13 14 15

5/55 33/86 82/141

１５年度予算の査定時に対前年度１％の効率化係数により、
11,798千円の削減があったほか、全面移転等に必要な経費を
捻出するため、人件費を除く業務経費の節減合理化により効率
化を図り、32,137千円を削減（計43,935千円）

「業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置」評価

9% 38% 58%

A

（詳細：事業報告書：Ｐ９９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ９９参照）

（詳細：事業報告書：Ｐ１０２参照）
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